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要 望 書

当連合会は，Ｘ氏，Ｙ氏申立てに係る人権救済申立事件（２００６年度第３５号

人権救済申立事件）につき，貴省に対し，以下のとおり要望する。

第１ 要望の趣旨

労災就学等援護費支給要綱で，支給対象を学校教育法１条に定める学校（幼稚

園及び通信制のものを除く ）及び専修学校に在学する者等に限定し，日本にお。

いて民族教育を目的として設立された各種学校に在学する者，並びに日本国以外

の国及び地域に所在する学校教育法１条に定める学校と実質的に同等以上の学校

に在学する者を，その支給対象から除外していることは，法の下の平等を定めた

憲法１４条及び国際人権（自由権）規約２６条に違反している。

そこで，これらの学校に在学している者についても平等に就学援護費の支給を

受けることができるよう，同要綱の「学校教育法第１条に定める学校」に「並び

にそれと同一種類・同等程度の実質を有する日本国内外の学校」を加えるように

改正することを要望する。

第２ 要望の理由

別紙「調査報告書」記載のとおり。

以 上
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事件名 就学援護費不支給に関する人権救済申立事件（２００６年第３５号）

受付日 ２００７年１月２６日

申立人 Ｘ・Ｙ

相手方 厚生労働省

第１ 結論

日本弁護士連合会は，厚生労働大臣に対して別紙の要望を行うことが相当であ

る。

第２ 理由

１ 申立ての趣旨

日本弁護士連合会が，国に対し，次のとおり勧告されることを申し立てる。

(1) 申立人Ｘが申立人Ｙのフィリピン共和国 大学進学に関して，労働者災害A

補償保険法（以下「労災法」という ）に基づき，就学援護費の請求をした。

のに対し，中央労働基準監督署長が前記 大学は学校教育法１条の定める学A

校に該当しないことを理由に，支給しない旨の処分をしたことは，重大な人

権侵害であり，速やかに救済されたい。

(2) 労災法に基づく就学援護費を支給する対象者を 「学校教育法１条に定め，

る日本国内に所在する学校（幼稚園及び通信制を除く ）に在学する者及び。

日本国以外の国及び地域に所在する学校教育法１条に定める学校と実質的に

同等の学校に在学する者」に改められたい。

２ 申立ての理由

(1) 申立人Ｘの夫であった亡Ｚ（以下「本件被災労働者」という ）は，１９。

８８年７月３日，虚血性心疾患により死亡した。これが業務上の死亡である

として，中央労働基準監督署長（以下「署長」という ）は，１９９０年３。

月３０日，労災法に基づく遺族補償給付等の支給を決定し，これにより申立

人Ｘは遺族補償年金を受ける権利を有する者となった。

(2) 署長は１９９３年６月２９日，東京都立甲高等学校３年に在学中であった

申立人Ｘの二女申立人Ｙのため，申立人Ｘに対し就学援護費の支給を開始し，

１９９４年４月１２日，東京都立乙学院に入学した申立人Ｙのため，申立人

Ｘに就学援護費の支給を開始した。

(3) 申立人Ｘは，署長に対し，１９９６年５月１５日付けで，申立人Ｙが本件

被災労働者の母国であるフィリピン共和国の 大学に入学した旨を記載したA

定期報告書を提出し，同年６月２５日，同大学の在学証明書を送付したが，
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署長は，同年８月９日，同大学が学校教育法１条に定める学校でないとして，

就学援護費不支給決定をし（以下「本件決定」という ，申立人Ｘにその旨。）

を通知した。

(4) 申立人Ｘは本件決定を不服として，１９９６年１１月，東京地方裁判所に

本件決定の取消を求めて行政訴訟を提起した。訴訟は，訴えを不適法として

却下した下級審判決とこれを覆した上告審の差し戻し判決を経て（東京地判

平成１０年３月４日，東京高判平成１１年３月９日，最判平成１５年９月４

日 ，就学援護費を日本国内の学校教育法１条に定める学校の在学者を支給）

対象とすることが著しく合理性を欠き裁量権を逸脱濫用したものとは認めら

れず，憲法１４条，国際人権（自由権）規約，人種差別撤廃条約，子どもの

権利条約及び国際人権（社会権）規約に違反しないとして，申立人Ｘの請求

を棄却し，控訴審，上告審を経て確定した（東京地判平成１６年３月２５日，

東京高判平成１６年８月９日，最判平成１８年１１月２４日 。）

(5) 就学援護費の支給は，厚生労働省労働基準局長が定める「労災就学等援護

費支給要綱 （以下「本件要綱」という ）により行われるところ，本件要綱」 。

は就学援護費の支給対象を，学校教育法１条に定める学校並びに同法８２条

の２に定める専修学校の在学者及び所定の職業訓練生と定めている。本件要

綱にいう学校教育法１条に定める学校とは，日本国内外を問わず，学校教育

法１条が定める学校と同一種類，同等程度の実質を有する学校を含むと解釈

すべきである。そうではなく本件要綱にいう学校教育法１条に定める学校が，

同法の定める基準にしたがって設置される日本国内の学校（以下「１条校」

という ）を指すと解釈するときは，本件要綱は，教育を受ける権利につい。

て，１条校以外での就学を選択する者を差別し，ことに類型的に外国人や民

族的少数者の子を差別するものとして，労災法，憲法１４条，国際人権（自

由権）規約２条及び２６条，人種差別撤廃条約２条及び５条，子どもの権利

条約２条，憲法９８条２項に違反する。

３ 調査経過

(1) 申立人代理人より訴訟記録提出

(2) 厚生労働省労働基準局長へ照会

(3) 厚生労働省担当職員より事情聴取

４ 当委員会の判断

(1) 申立人は，本件要綱にいう学校教育法１条に定める学校とは，日本国内外

を問わず学校教育法１条が定める学校と同一種類，同等程度の実質を有する

学校を含むと解釈すべきであると主張する。
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大学は，そのウェブサイトによれば，１００年以上の歴史があり，１９A

３８年に大学として認可され，文系も理系もある総合大学で，生徒数が８４

００名（うち３００名が２３か国からの留学生 ，日本の国際基督教大学，）

フェリス女学院大学，四国学院大学と交換留学の提携をしている等の記述が

あるが，このうち，１条校である国際基督教大学，フェリス女学院大学，四

国学院大学との単位交換が認められる交換留学提携について各大学のホーム

ページで確認できるので，学校教育法１条が定める大学と同一種類，同程度

の実質を有する大学であると認められる。

しかしながら，本件要綱には，労災保険の就学援護費は 「学校教育法，

（昭和２２年法律第２６号）第１条に定める学校（幼稚園及び通信制のもの

を除く ）に在学する者」と定められており，同法２条で，学校は国，地方。

公共団体，私立学校法３条に規定する学校法人のみがこれを設置することが

できると規定していることから，日本国内に設置される学校，すなわち，１

条校に限定されると解釈するのが自然である。

したがって，申立人のこの点に関する主張は理由がないといわざるを得な

い。

(2) 次に，本件要綱が，１条校に限定して就学援護費を支給していることが，

教育を受ける権利に関し，１条校以外での就学を選択する者を差別的に扱う

ものとして，労災法，憲法１４条，国際人権（自由権）規約２条及び２６条，

人種差別撤廃条約２条及び５条，子どもの権利条約２条，憲法９８条２項に

違反するか否かにつき考察する。

労災法上，本件被災労働者を国籍により差別することは禁じられており

（労働基準法３条 ，本件被災労働者が外国人で在留資格を有さない不法就）

労者であっても，労災法上の補償を受けることができる。しかしながら，本

件要綱によって，日本国内では，１条校での就学を選択する者には就学援護

費が支給され，１条校以外の教育機関での就学を選択する者には就学援護費

が支給されないこととなり，後者に不利益な結果が生じていること自体は認

められる。また，本件のように被災外国人労働者の子が母国に留学したり，

あるいは被災外国人労働者の子が本国に居住し，本国の学校に就学している

場合や，日本人であっても海外の学校に就学する場合にも，不利益な結果が

生じていることが認められる。したがって，この点につき，上記各法令の解

釈と，本件要綱が支給対象を１条校に限定した趣旨につき，まず検討する必

要がある。

本件要綱の趣旨・策定の経緯については，ことに外国人労働者とその子に
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ついてどのような考慮がなされたのかを明らかにする必要がある。

就学援護に関する法の規定は，労災法２９条１項で「政府は，この保険の

適用事業に係る労働者及びその遺族について，社会復帰促進等事業として，

次の事業を行うことができる」として，同項２号に「被災労働者の療養生活

の援護，被災労働者の受ける介護の援護，その遺族の就学の援護…」等の事

業が規定されている。労災法２９条は１９７６年の改正により社会福祉事業

として位置付けられたもので，それ以前は労災法２３条に労災被災者を対象

として保険施設に規定があったものである。労災法では「就学の援護」と規

定するのみで，その実施を省令に委ねる規定もないので本件要綱により実施

されている。本件要綱の通達によれば，就学援護費は，

ア 昭和４４年８月２７日，労災補償保険審議会から労働大臣あてになされ

た「労働者災害補償保険制度の改善についての建議」における「重度障害

者及び労災遺児に対する援護施設の拡充改善等について検討」すべき旨の

指摘を受け，

イ 各種調査等による死亡労働者の子弟の就学状況の実態及び遺家族等の要

望を勘案し，

ウ 国家公務員，地方公務員に類似の制度が設けられていることを勘案して，

設けられたという。

この点につき厚生労働省労働基準局に照会したところ，ア）の建議は保存

期限を過ぎていることから資料の提供ができず，イ）については，制度発足

時の資料はなく，その後は文部科学省の就学関係調査の結果を活用している

のみで，独自の調査は行っていない。また 「１条校以外の学校」に在学す，

る者のための援護費支給に関する要望はこれまでにあったかどうか明確には

把握しておらず，１条校以外を理由としての支給拒否事例についても裁判事

例（本件申立事件と思われる ）以外には把握していない。今後の支給拡大。

については，検討していないなどの回答を得た。なお，就学援護の金額であ

るが，所得制限があるものの対象児童が小学生の場合は月額１万２０００円，

中学生の場合は月額１万６０００円，高校生の場合は月額１万８０００円，

大学生の場合は月額３万９０００円と定額である。

このように，当時の資料が存在しておらず，その後も実態調査をしていな

いこと，担当者の説明からすると，制定経緯の直接の要因は国家公務員災害

補償法，地方公務員災害補償法で類似の制度が設けられているのに，労災法

にこのような規定がないのは均衡を失するということにあるものと思われる。

外国の学校への就学や，日本国内にある外国人学校に対する就学援護をどう
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するかについて検討をした経緯はそもそもないものと考えられる。

(3) 本件要綱が労災法，憲法１４条，国際人権（自由権）規約２条及び２６条，

人種差別撤廃条約２条及び５条，子どもの権利条約２条，憲法９８条２項に

違反するか

① 申立人の主張の骨子

在日外国人労働者，来日外国人労働者を取り巻く現状

「企業の国際活動の活発化に伴い，我が国経済の世界経済との結びつき

は一段と強まってきている。それにより日本法人の海外での経済活動や日

本人の海外赴任が増加する一方，就労を目的とする在留資格を付与された

外国人労働者の日本への入国，在留も増加傾向にある （労働省編「平成。」

１２年版労働経済の分析」４４頁，４５頁 ，そして 「在留外国人のうち） ，

就労を目的とする在留資格の外国人登録者数を法務省『在留外国人統計』

によってみると，１９９８年には１１万８，９９６人（前年比１０．９％

増）と過去最高の水準となっている （同４５頁）とされている。。」

このような就労が認められている在留資格者のみでなく 「留学 （大学， 」

または専修学校専門課程，高等専門学校等において教育を受ける者 「就），

学 （高校若しくは各種学校等またはこれに準ずる教育機関等において教」

育を受ける者）等の在留資格者は，資格外活動の許可を得れば，本来の在

留活動の遂行を阻害しない範囲内で学費その他の必要経費を補うための学

生としてふさわしいアルバイトをすることができる。

このように在留資格は，就労を認める者及び資格外活動として許可を受

けて就労する外国人以外に，日本国内において，在留資格の制限に反して

就労する外国人，いわゆる「不法就労」をしている外国人が多数存在する

ことは，公知の事実となっており，このうち，かなり多くの部分を占める

と思われる不法残留者は，２０００年（１月１日現在）では２５万１，６

９７人となっている。そして，これらの合法・不法を合わせたわが国にお

ける外国人労働者数は，労働省推計で，１９９８年現在，約６７万人とな

っている（同４７頁 。）

このような日本国内の事業場で就労する外国人労働者が労働災害を受け

た場合には，その外国人労働者が労働基準法９条に規定している「労働

者」に該当する限り，日本人労働者と全く同じように労災法が適用される

ことになる。このことは，不法滞在の外国人労働者であっても変わるとこ

ろはない。

日本に在留する外国人労働者が労働災害を受け，被災労働者本人または
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その遺族が障害補償年金，遺族補償年金または傷病補償年金の受給権者と

なった場合，被災労働者本人が在学しているか，または被災労働者の子で

在学している者であれば，労災就学援護費の支給を受けることができるは

ずである。

ところが，日本に一時的に在留して就労している外国人労働者の子は，

その外国人の本国に居住し，その本国の学校に在学している場合が通常で

あり，そのような場合，学校教育法１条に定める学校とは，日本国内にあ

る学校に限るものであるという国が主張する行政解釈によれば，ほとんど

の外国人労働者は労働災害を受け，労働者本人またはその遺族が障害補償

年金，遺族補償年金または傷病補償年金の受給権者となっても，日本人労

働者とは異なり，労災就学援護費を受けることができないことになる。

日本国内に滞在し就労している外国人労働者がその子弟を母国に残し居

住させている場合，その母国で学校教育法１条に定める学校と同一種類，

同一程度の実質を有する学校こそ，被災労働者に当該労働災害が発生しな

かったならば，その子が社会一般的にみて，通常享受し得るであろう学校

教育である。

このように解釈せず，支給対象者を日本国内の学校に限る場合は，労働

災害を受けた外国人労働者の子は，社会一般的にみて，通常享受し得るで

あろう学校教育を受けることができないという不利益を受けることになっ

てしまう。

さらに，わが国においては，第二次世界大戦で敗戦するまで，武力によ

る威圧を以て韓国，台湾を併合するという憂うべき歴史を有しており，そ

の結果，永住許可を有する多数の外国人が日本国内に永住している。２０

００年末現在の外国人登録者数で見ると，韓国・朝鮮及び中国その他出身

の特別永住者は５１万２２６９人である（財団法人入管協会「平成１３年

版在留外国人統計 。これらの在日外国人は，当然，日本国内において就」）

労しているわけである。

永住許可を有する在日外国人がその子弟に民族的教育を受けさせるべく，

日本国内にある民族的教育を行う学校にその子弟を在学させていた場合で，

その在日外国人が労働災害を受けた場合，これらの学校が学校教育法１条

に定める学校に該当しないという理由で，労災就学援護費を支給しないこ

ととなってしまう。また，特別永住者が日本国籍に帰化することも頻繁に

行われており，このような元特別永住者の日本人が労働災害を受けた場合，

その子弟に対し，民族教育を受けさせようとする場合にも同様の取扱いと
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なる。

このような取扱いが，労災法，憲法１４条その他の条約に違反する。

② 申立人の主張に対する裁判所の判断

東京高等裁判所の判断（東京高判平成１６年８月９日）は，次のとおり

である。

労災法違反について 「本件通達及び本件要綱が就学援護費の支給対象，

を学校教育法１条に定める学校としているのは，労働者災害補償保険が，

労働者の福祉の増進に寄与するとの目的を達成するため，労働者の負傷等

に関して保険給付を行うほか，労働福祉事業を行うものであり，就学援護

費の支給は，労働者及びその遺族の福祉の増進を図るため，労働福祉事業

の一つとして遺族の就学の援護を行う制度であることから，憲法２６条及

び教育基本法の定める教育の目的・方針，教育の機会均等，学校教育等に

関する規定内容に照らし，生徒等に対する公教育を担うべきものとして定

められている学校教育法による設置者及び設置基準，教育の目的・目標，

修業年限，教科用図書等を満たす学校に在学する者に限って就学援護費を

支給することとしたものであり，公教育の実現という理念，制度目的から

して，それには合理的な理由があるというべきである。

就学援護費の支給は，憲法２５条のいわゆる福祉国家の理念に由来する

ものであるが，同条は社会的立法及び社会的施設の創造拡充に努力すべき

ことを国の責務として宣言したものであり，個々の国民に対し具体的・現

実的な義務を有することを規定したものではない。就学援護費の支給要件

等を定めるに当たっては，その趣旨，目的を始め，国の財政事情その他の

政策的判断を必要とするものであり，具体的にいかなる措置を講ずるかの

選択決定は，立法府の広い裁量にゆだねられており，それが著しく合理性

を欠き，明らかに裁量の逸脱・濫用に当たる場合を除き，違法であるとい

うことはできないものと解されるところ，上記のとおり本件通達及び本件

要綱において就学援護費の支給要件等が定められ，支給対象を学校教育法

１条に定める学校に限定していることには，合理性があるものと認められ

るから，上記裁量の濫用・逸脱があるものとはいえない 」。

憲法１４条その他の条約違反について 「本件通達及び本件要綱は，就，

学援護費の支給対象について，被災労働者又はその子の人種，国民的又は

社会的出身，民族，国籍等を理由として，日本人である場合と区別した取

扱いを法律上その他いかなる場面においても行うものではない。被災労働

者が外国人の場合，就学援護費を受給する機会が事実上狭められることが
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あるとしても，これは，上記公教育の実現という理念，制度目的に基づき

支給対象を限定したことによるものであり，それには合理性が存するもの

ということができるのであって，それとは別に，被災労働者又はその子の

人種，国民的又は社会的出身，民族，国籍等を理由として差別しているも

のではない。上記のように被災労働者が外国人の場合，就学援護費を受給

する機会が事実上狭められることが差別に当たるとしても，憲法１４条１

項は，国民に対し絶対的な平等を保障したものではなく，差別すべき合理

的理由なくして差別することを禁止している趣旨であり，事柄の性質に即

応して合理的と認められる差別的取扱いをすることは，何ら否定している

ものではないから（最高裁判所大法廷昭和３９年５月２７日判決・民集１

８巻４号６７６頁参照 ，就学援護費の支給対象を限定したことが憲法１）

４条１項に違反するものとはいえない。

社会権規約２条１が，締約国において 『立法措置その他のすべての適，

当な方法によりこの規約において認められる権利の完全な実現を漸進的に

達成するため』行動することを約束すると定めていること等からしても，

社会権規約は，締約国において，社会保障についての権利が国の社会政策

により保護されるに値するものであることを確認し，その権利の実現に向

けて積極的に社会保障政策を推進すべき政治的責任を負うことを宣明した

ものであって，個人に対し即時に具体的権利を付与すべきことを定めたも

のではない（最高裁判所第一小法廷へ元年３月２日判決・判例時報１３６

） ，３号６８頁参照 。このことは，司法的救済の面においても同様であって

これらに関する人権規約委員会の意見が，わが国の裁判所の社会権規約に

ついての解釈を法的に拘束するものとは認められない。

自由権規約等に定める平等原則においても，合理的根拠に基づく区別は

許容されているものと解されるから，本件処分がこれらの規約等に違反す

るということはできないし，本件処分が民族的教育・高等教育を受ける権

利を否定するものとも認められない 」。

③ 当委員会の判断

(a) 就学援護費の機能

就学援護費は親の被災により子が人生を狂わされることがないように，

親が被災しなければ子が受けられるであろう教育を受け，社会で自立し

て生きていける力をつけるのを援護する趣旨で設けられたものと考える

ことができる。その意味では，被災労働者の被災に対する本来的な補償

給付とは別に労働福祉事業として位置付けられるものであるが，法律に
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就学援護として支給することが明示された以上，上記に述べた重要な機

能を果たしていることに鑑み，その支給に不平等があってはならない。

その趣旨からは就学援護費は援護を要する子に差別なく給付されるべ

きところ，本件通達及び本件要綱によると，対象を１条校に通う子に限

定される。これにより形式的には受給の要件として国籍による制限はな

いけれども，事実上，日本人労働者の子より外国人労働者の子の方が就

学援護費を受給できる範囲が著しく狭まることとなり，差別の問題が生

じる。

本件要綱による就学援護費の支給が実施されたのは１９７０年１１月

１日からであり，当時日本に在留する外国人の大多数は在日韓国・朝鮮

人であった。１９７０年当時の外国人登録者数は７０万８，４５８名で

あり，そのうち約８５％が在日韓国・朝鮮人であった時期であり，いわ

ゆるニューカマーの労働者の存在が未だ社会的に認識されていない時期

であったことから，まず，日本での公教育の実現として制度を発足させ

たのは，社会権をプログラム規定とする考え方や国際人権条約がまだ批

准されていない当時としてはそれなりにやむを得ない点があった。１９

７６年に法改正が行われ，労災法２９条１項２号に「その遺族の就学の

援護」と規定されたが，この時点おいても情勢に変化はなかった。

(b) 社会情勢の変化と国際人権条約の批准

しかしながら，１９７９年に国際人権規約が批准され，平等原則に関

する一般的意見１８が１９８９年１１月９日に採択された後においては，

本条項が同規約に適合するかを検討し，必要な見直しをする義務が生じ

たといわなければならない。

その後も１９９４年に子どもの権利条約，１９９６年に人種差別撤廃

条約などを批准，発効し，これらの条約適合性が問題とされなければな

らないところとなった。戦後の経済発展に加え，１９８０年代から日系

人，就学生・留学生，研修生等の受入れ拡大により，いわゆるニューカ

マーといわれる多数の外国人が在留するようになった。法務省の発表に

よれば，外国人登録者数は１９８０年７８万２，９１０人（総人口に占

める割合０．６７％ ，１９８５年８５万６１２人（０．７０％ ，１９） ）

９０年１０７万５，３１７人（０．８７％ ，１９９５年（本件不支給）

決定直前の統計）１３６万２，３１７人（１．０８％ ，２０００年１）

６８万６，４４４人（１．３３％ ，２００５年２０１万１，５５５人）

（１．５７％）と増加の一途をたどり，２００７年末での外国人在留者
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数は２１５万２９７３人となり，過去最多を占める（わが国の総人口の

１．６９％）など，状況は明らかに変わった。

厚生労働省から提供を受けた資料によると平成１８年度に労災就学等

援護費受給対象者数は全国で１万１，４４５人もおり，被災外国人労働

者の子の就学援護の潜在的な必要は少なくないものと思われる（人口比

から考えれば２００人ほど就学援護を必要としているものと推計され

る 。。）

そうした条約の批准と社会情勢の変化を踏まえて，就学援護費の機能

を評価し直す必要がある。

(c) 本件要綱の不合理性

外国人労働者が来日して就労する場合，家族を母国に残す出稼ぎの場

合はもちろん，家族を伴い来日した場合も，労災に被災後，被災者や家

族が帰国して暮らすことは通常であるが，帰国しても労災補償が受けら

れる。

そして，子を扶養し教育を受けさせることは人間・家族の本質的な営

みであり，就学援護費の支給は，被災しなければ受けられたはずの教育

を被災者の子に受けさせることにより，被災者の子が自立した人間とし

て生きていく力をつけ，被災という不幸により人生を狂わされないよう

にするための機能があり，労災補償の本体部分に準じた重要な機能があ

り，それが認識され，就学援護事業が１９７６年改正で社会福祉事業と

して位置付けられた。公教育の実現というのは被災者の子が一人前の人

間として生きていくために社会一般に認められる普通教育を受ける権利

を確保するという意味にほかならず，外国において日本の１条校と同じ

目的を持って行われる同程度，同等の学校である以上，両者を差別して

扱う理由はないはずである。

そのような，労災補償の本体部分に準じた重要な機能がある就学援護

費が，就学先が外国の学校であることで支給されないことは，在外被災

者に労災補償の重要な一部が削られるのに近い。

親が被災しなければ教育を受けたであろう場所で教育を受ける場合も，

学校が外国にあることの一事で援護を拒むのは，合理性を欠く。

(d) 平等原則の解釈基準

国際人権（自由権）規約２条，２６条，国際人権（社会権）規約２条

２項，憲法１４条１項も，時代の変化に対応し，その正当性を見直し，

不平等を是正する規範として機能する。国際人権（自由権）規約２６条

10



に関する国際人権（自由権）規約委員会の一般的意見１８で 「第２６，

条は，法律上においても，事実上においても，差別することを禁止する

ものである。…ある国によって立法が行われた場合には，その立法はそ

の内容において差別があってはならないという本規約２６条の要請に合

致しなければならない 「すべての処遇の差異が本条に禁止される差別。」

にあたるわけではなく，基準が合理的でありかつ客観的である場合であ

って，かつまた，本規約の下での合法的な目的を達成する目的でなされ

た場合には禁止される差別にあたらない 」としているように，立法が。

ある場合，その適用に不合理な差別がある場合は２６条違反となりうる。

国際人権（自由権）規約委員会への個人通報制度で審理された事件のう

ち，ゲイエ外対フランス事件（セネガル事件・１９６／１９８５）では，

年金受給権という本来社会権の範疇に属する権利についても，法律があ

る以上本条に基づく判断が可能であること，締約国の管轄外に居住する

外国人でも，問題の年金が締約国の法律に基づくものであれば通報が可

能であるとして規約違反を認めている。また，チフラ外対モーリシャス

事件（モーリシャス事件・３５／１９７８）では，モーリシャスの外国

人配偶者は自由な入国及び国外退去の免除が認められたが，１９７７年

の法改正で，モーリシャス人女性の外国人夫にのみ居住許可を得ること

が義務付けられたのはモーリシャス人女性に対する関係で規約違反（差

別）であると認められている。

就学援護費の支給は，労災法に規定する社会福祉事業として実施され

ているものであり，その適用に不合理な差別がある場合には，規約２６

条違反が認められ得る。同旨の判断に京都地判平成１５年８月２６日

（無拠出制の障害福祉年金に関する事例）があり，同判決は「Ｂ規約２

６条の平等原則は，Ａ規約で規定される社会保障についての権利の場面

でも適用され，Ｂ規約２６条からは，社会保障を供給すべき立法を要求

するものではないが，立法する限りはＢ規約２６条に従うべきことにな

るものと解される 「国内法の内容がこの「差別」に該当するかの判断」，

に当たっては，それぞれ，その国内法の内容による区別が合理性を有す

るものであるか否かの観点から検討されなければならない 「Ａ規約及」，

びＢ規約を批准した我が国においては，Ａ規約に規定された社会保障の

権利についてＢ規約２６条の解釈をする場合には，立法によってＡ規約

に規定された社会保障の権利を拡大していくというこのようなＡ規約の

趣旨とその要請との間に整合性を持つように解釈せざるを得ない 「こ」，
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のような観点からはＢ規約２６条も，少なくともＡ規約の趣旨に添った

社会保障政策を推進する目的で立法府が立法や法改正をする際の規制に

ついては，その国の予算上の制約，経済，社会，国際状況等の事情によ

る立法府の裁量を許容しているものと解するのが相当である 「その判」，

断は…立法府である国会に立法や改正をする際の裁量があることを前提

として，それが何ら合理的理由のない不当な差別扱いかどうかの観点か

ら判断すべきものと解される」として立法がある以上規約２６条の適用

があることを認めている。

先に述べたように，本件要綱の発足当時と異なり，来日する外国人労

働者が急増し，それらのうちの被災者の子の大多数が母国で生活し教育

を受けることになることを踏まえて制度設計を考えると看過できない不

平等となる現状は，もはや憲法１４条，国際人権（自由権）規約２６条

違反の不平等といわざるを得ない。そして，人種差別撤廃条約２条(c)

が「各締結国は，政府（国及び地方）の政策を再検討し及び人種差別を

生じさせ又は永続化させる効果を有するいかなる法令も改正し，廃止し

又は無効にするために効果的な措置をとる」とすることに照らし，本件

要綱の見直しは猶予されるものではない。

なお，東京地裁及び東京高裁は国際人権（社会権）規約２条１項はそ

の権利の実現に向けて積極的に社会保障政策を推進すべき政治的責任を

負うことを宣明したもので，個人に対し即時に具体的権利を付与すべき

ことを定めたものではないとしているが，国際人権（社会権）規約委員

会一般的意見３（１９９０年）の１は 「規約は漸進的実現を規定し，，

利用可能な資源の制限による制約を認めつつも，即時の効果をもつ様々

な義務をも課している。２つが…義務の正確な性質を 理解するにあた

って特に重要である。そのうちの１つは…関連する権利が「差別なく行

使される」ことを「保障することを約束する」ことである。…他方は，

目標に向けての措置は…規約が発行した後，合理的な短期間のうちに取

られなければならない」とあり，権利実現は無限の彼方でよいではない。

遅くとも，就学援護事業が法改正で社会福祉事業として位置付けられ，

国際人権（自由権）規約を日本が批准し，来日して就労する外国人労働

者が急増し，遅くとも外国人登録者が全人口の１％を超えた１９９２年

（１２８万１，６４４人，１．０３％）には，本件要綱の不合理さが認

識されるべきで，それから合理的期間内には本件要綱が改められるべき

であり，１９９６年８月９日の本件不支給決定時にそれが経過していた
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のは明らかである。

２００８年６月４日最高裁判所は，国籍法３条１項の規定は，認知を

受けた婚外子に対する差別にあたり憲法１４条１項に違反するとしたが，

その理由として「本件区別については，これを生じさせた立法目的自体

に合理的な根拠は認められるものの，立法目的との間における合理的関

連性は，我が国の内外における社会的環境の変化等によって失われてお

り，今日において，国籍法３条１項の規定は，日本国籍の取得につき合

理性を欠いた過剰な要件を科するものとなっているというべきである」

と判示している。本件要綱も制定当時はそれなりにやむを得ない面があ

ったが，その後の各人権条約の批准や上記に述べた社会的環境の大きな

変化によって，その合理性は失われているといえる。

(e) 外国学校の実質の認定の困難は援護費不支給を合理化しないこと

就学援護の趣旨から，例えば，私塾・カルチャースクールで学ぶこと

にまで援護しなければならない理由はないから，就学先が公教育やそれ

に準じた教育を受けられる機関に援護対象を絞るのは合理性がある。

そうした，学校としての実質の認定が，国交のない国などでは難しい

場合があるかもしれないが，外国では一律に不可能または著しく困難と

いうわけでない。日本でも広く知られた学校や，外交機関や民間活動で

十分な情報が得られる学校も少なくない。

援護対象を１条校に準じた実質を持つ学校に広げる場合，それがどこ

の国かによる認定の難易差により，受給できたりできなかったりという

差異がある程度生じ得るのはやむを得ない。そうしたやむを得ない不平

等があるからといって，一律に１条校以外の学校を援護対象から外す理

由となるものではない。

(f) 国内の民族学校への就学も援護費支給対象とされるべきである

わが国においては，第二次世界大戦で敗戦するまで植民地政策をとっ

ていたという歴史があり，その結果，永住許可を有する多数の外国人が

日本国内に永住しているほか，外国にルーツを持ち帰化した者も少なく

ない。これらの者は，当然，日本国内で就労している。

これらの者が労災に被災すると，その子が日本国内にある民族的教育

を行う学校に就学する場合，学校教育法１条に定める学校に該当しない

という理由で，労災就学援護費を支給しないこととなってしまう。

本件制度発足時から日本国内に在日韓国・朝鮮人らが組織している民

族学校が存在しており，この民族学校を１条校と認めず，各種学校扱い
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として，就学援護費の支給対象から除外した点は，憲法の，人間の自然

権（＝前国家的権利） としての基本的人権の擁護，平等，国際協和の

趣旨などに照らし，問題である。

ただ，発足当時は労働者の災害補償に上乗せして，社会福祉の観点か

ら公教育の実現として就学費援護制度を発足させたことを考慮すると，

この時点では憲法１４条違反とまではいえず，また，国際人権規約を始

め各種人権条約がまだ未批准であった。

しかし，今日，先にみたとおり，人種差別撤廃条約や子どもの権利条

約など，民族教育への支援を国家に義務付ける条項や趣旨を含む各種条

約が批准されており，例えば，子どもの権利条約（１９９４年批准）は，

２８条で，全ての子どもが初等教育を義務的・無償で受ける権利を有す

ること，中等教育の奨励・援護する国の責務，２９条で，子どもと両親

の文化的同一性や出身国の国民的価値観などの尊重の育成への国の責務，

３０条で，少数民族の自己の文化・言語などの享有の権利，などを保障

する。国連子どもの権利委員会の最終見解 （２００４年２月２６日）

において 「韓国朝鮮人…の子どもに対する社会的差別が存在している，

ことを懸念する」 （２４項） 「韓国朝鮮人…の子どもに対する基本，

的サービスへのアクセスを確保するために必要なあらゆる積極的な措置

を実施するよう，勧告する」 （２５項） 「委員会は…以下の点を懸，

念する。…日本国内の外国人学校の卒業生に対する大学受験資格が拡大

されたものの，一部は，高等教育へのアクセスが引き続き否定されてい

ること。…マイノリティの子どもが，自己の言語での教育を受ける機会

が，極めて限定されていること 」 （４９項） 「委員会は，締結国に。 ，

対して，以下のとおり勧告する。…マイノリティ・グループ の子ども

に対して，自己の文化を享受し，自己の宗教を表明かつ実践し，自己の

言語を使用する機会を拡大すること 」 （５０項） と苦言を呈したこ。

とに照らし，民族学校に就学する労災被災者の子にも就学援護がなされ

るべきということができる。

なお，日本弁護士連合会は，２００４年の第４７回人権擁護大会決議

で，憲法及び子どもの権利条約を擁護する立場から上記最終見解を積極

的に評価し，これに沿う施策を国に求める立場を明らかにしているし，

それに先立つ１９９８年２月２０日には，政府に，朝鮮各級学校やその

他の一定の教育水準の保たれている学校について，在学生・卒業生の大

学受験資格を認めることや，私立学校振興助成法によるのと同等以上の
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助成金の交付を勧告している。

このように，民族学校に就学する者を排除する本件要綱を維持するこ

とは，結果的に民族的アイデンティティーの確立を妨げ，憲法１４条及

び国際人権（自由権）規約２６条に違反するおそれがある。

(g) 以上から，本件申立の不支給処分は人権侵害のおそれがあるといえる。

学校教育法１条校に限定する制度の見直しを求める点で理由があるので，

要望を相当と考える。

なお，学校教育法１条に定める学校と同一種類・同一程度の実質を有

する日本国内外の学校に在学する者に，就学援護費の支給対象を広げる

ことにより，結果として民族的アイデンティティーと無関係に海外留学

する者や国内の民族教育を目的とする各種学校に在学する者にも就学援

護費が支給されることになる。このような者に対する不支給が直ちに平

等原則違反になるわけではない。しかし，労働災害被害を受けた者の子

にとって，就学援護費を受けて教育を受ける期間の選択肢が広がること

は望ましいことである。また，同じ日本国籍者について海外に民族的ア

イデンティティーを有するかどうかで，支給の有無を決定することは実

務的に困難である。例えば，何代前まで遡ることを認めるかについて，

合理的な基準を考えることは困難であるし，また，仮に民族的アイデン

ティティーを有する人が当該アイデンティティーに関連する教育機関で

学ぶ場合であっても，特に大学のような高等教育機関の場合，民族的ア

イデンティティーの確立を目的として，当該教育機関で学んでいるかど

うかは，明確ではないことが多いと思われる。したがって，民族的アイ

デンティティーを有する人に対する差別的取扱いの排除を実質的に保障

するためには，広く対象を広げることが相当である。他方，元々支給に

は所得制限があることから，不合理に対象が広がることも考えられない。

よって，要望書記載のとおり，広く対象を拡大することを求めるもので

ある。

以 上
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